
 

○農業協同組合法〔昭和２２年１１月１９日法律第１３２号〕 

 

〔業務又は会計の状況の検査〕 

第九十四条 組合員がその総数の十分の一以上の同意を得て、組合の業務又は会計が法令、法令に基づい

てする行政庁の処分又は定款、規約、信用事業規程、共済規程、信託規程、宅地等供給事業実施規程若

しくは農業経営規程に違反する疑いがあることを理由として検査を請求したときは、行政庁は、当該組

合の業務又は会計の状況を検査しなければならない。 

② 行政庁は、組合又は農事組合法人の業務又は会計が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款、

規約、信用事業規程、共済規程、信託規程、宅地等供給事業実施規程若しくは農業経営規程に違反する

疑いがあると認めるときは、いつでも、当該組合又は農事組合法人の業務又は会計の状況を検査するこ

とができる。 

③ 行政庁は、第十条第一項第三号又は第十号の事業を行う組合の事業の健全な運営を確保するため必要

があると認めるときは、いつでも、当該組合の業務又は会計の状況を検査することができる。 

④ 行政庁は、第十条第一項第三号若しくは第十号の事業を行う組合又は都道府県の区域若しくはこれを

超える区域を地区とする組合の業務又は会計の状況につき、毎年一回を常例として検査をしなければな

らない。 

⑤ 行政庁は、前各項の規定により組合の業務又は会計の状況を検査する場合において特に必要があると

認めるときは、その必要の限度において、当該組合の子会社等、信用事業受託者又は共済代理店の業務

又は会計の状況を検査することができる。 


